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入   札   公   告  
 

 

次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 し ま す 。  

 

 

 令 和  ６ 年  ２ 月  ７ 日   

 

 

                     国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

水 産 技 術 研 究 所 南 勢 拠 点 長  鈴 木  俊 哉 （ 公 印 省 略 ）  

 

 

１ ． 調 達 内 容  

 

（ １ ） 調  達  件  名  

  

（ ２ ） 調  達  仕  様  

 

（ ３ ） 履  行  期  限   

  

 

（ ４ ） 履  行  場  所  

 

 

 

 

 

 

（ ５ ） 入  札  方  法  

 

 

 

 

 

 

 

南 勢 ・ 玉 城 庁 舎 自 家 用 電 気 工 作 物 保 安 管 理 業 務  一 式  

 

入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

自 ） 令 和  ６ 年  ４ 月  １ 日  

至 ） 令 和 １ １ 年  ３ 月 ３ １ 日  

 

①  三 重 県 度 会 郡 南 伊 勢 町 中 津 浜 浦 ４ ２ ２ － １  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

南 勢 庁 舎  

②  三 重 県 度 会 郡 玉 城 町 昼 田 ２ ２ ４ － １  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

玉 城 庁 舎  

  

落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 さ れ た 金 額 に 当 該 金

額 の １ ０ ０ 分 の １ ０ に 相 当 す る 額 を 加 算 し た 金 額 （ 当 該 金

額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り 捨

て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と す る の で 、 入 札 者 は 、 消 費

税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 課 税 事 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者 で

あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契 約 希 望 金 額 の １ １ ０ 分 の １

０ ０ に 相 当 す る 金 額 を 入 札 書 に 記 載 す る こ と 。  

  

２ ． 競 争 参 加 資 格  

 

（ １ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 契 約 事 務 取 扱 規 程 （ 平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日 付 け １

３ 水 研 第 ６ ５ 号 ） 第 １ ２ 条 第 １ 項 及 び 第 １ ３ 条 の 規 定 に 該 当 し な い 者 で あ る こ と 。  

 

（ ２ ） 令 和 ４ ・ ５ ・ ６ 年 度 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 競 争 参 加 資 格 又 は 全 省 庁 統

一 資 格 の 「 役 務 の 提 供 等 契 約 」 の 業 種 「 建 物 管 理 等 各 種 保 守 管 理 」 の 資 格 保 有 者 で あ る

こ と 。  

 

（ ３ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 理 事 長 か ら 物 品 の 製 造 契 約 、 物 品 の 販 売 契 約 及

び 役 務 等 契 約 指 名 停 止 措 置 要 領 に 基 づ く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で な い こ と 。  

た だ し 、 全 省 庁 統 一 資 格 に 格 付 け さ れ て い る 者 で あ る 場 合 は 、 国 の 機 関 の 同 様 の 指 名

停 止 措 置 要 領 に 基 づ く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で な い こ と 。  

 

（ ４ ） 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 ７ ７ 号 ） 第 ３ ２ 条

第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 者 で な い こ と 。  

 

 

 

３ ． 入 札 説 明 書 等 の 交 付 方 法      競 争 参 加 希 望 者 は 、 以 下 に よ り 入 札 説 明 書 等 （ 入 札 説

明 書 、 入 札 心 得 書 、 契 約 書 案 、 入 札 書 様 式 、 委 任 状 様 式

等 ） の 交 付 を 受 け る こ と 。  

① 直 接 交 付  

三 重 県 度 会 郡 南 伊 勢 町 中 津 浜 浦 ４ ２ ２ － １  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 水 産 技 術 研 究 所  

南 勢 庁 舎 管 理 チ ー ム  

電  話  ０ ５ ９ ９ － ６ ６ － １ ８ ５ ０  

Ｆ Ａ Ｘ  ０ ５ ９ ９ － ６ ６ － １ ９ ６ ２  

② 宅 配 便 着 払 い に よ る 交 付  

任 意 書 式 に 「 南 勢 ・ 玉 城 庁 舎 自 家 用 電 気 工 作 物 保 安 管

理 業 務 入 札 説 明 書 宅 配 便 に て 希 望 」 と 記 入 し 、 社 名 、

担 当 者 名 、 住 所 、 電 話 番 号 を 記 載 の う え 、 上 記 ① あ て

Ｆ Ａ Ｘ 送 信 す る こ と 。  

      ③ メ ー ル に よ る 交 付  

「 南 勢 ・ 玉 城 庁 舎 自 家 用 電 気 工 作 物 保 安 管 理 業 務 入 札

説 明 書 メ ー ル に て 希 望 」 と 記 入 し 、 社 名 、 担 当 者 名 、

メ ー ル ア ド レ ス 、 電 話 番 号 を 記 載 の う え 、 上 記 ① あ て

Ｆ Ａ Ｘ 送 信 す る こ と 。  
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４ ． 入 札 説 明 会 の 日 時 及 び 場 所 等    仕 様 書 等 に 関 し 質 疑 が あ る 場 合 に は 、 令 和 ６ 年  ２ 月

２ ２ 日 ま で に 上 記 ３ ． あ て に メ ー ル （ ア ド レ ス は 入 札 説

明 書 に 記 載 ） 又 は フ ァ ッ ク ス に て 質 疑 を 行 う こ と 。 当 日

ま で の 質 疑 を 取 り ま と め 、 回 答 は 入 札 説 明 書 受 領 者 全 員

に 対 し て 行 う と と も に 当 機 構 の ホ ー ム ペ ー ジ に て 公 表 す

る こ と に よ り 入 札 説 明 会 に 代 え る 。  

                  な お 、 当 該 日 以 降 に 質 疑 が 発 生 し た 場 合 も 随 時 受 け 付

け 、 同 様 に 対 応 す る 。  

                  た だ し 、 質 疑 内 容 に 個 人 に 関 す る 情 報 で あ っ て 特 定 の

個 人 を 識 別 し 得 る 記 述 が あ る 場 合 及 び 法 人 等 の 財 産 権 等

を 侵 害 す る お そ れ の あ る 記 述 が あ る 場 合 に は 、 当 該 箇 所

を 伏 せ 又 は 当 該 質 疑 を 公 表 せ ず 、 質 疑 者 の み に 回 答 す る

こ と が あ る 。  

 

 

５ ． 入 札 の 日 時 及 び 場 所 等  

 

 （ １ ） 入 札 の 日 時 及 び 場 所   令 和  ６ 年  ３ 月  ８ 日  １ ４ 時 ０ ０ 分  

三 重 県 度 会 郡 南 伊 勢 町 中 津 浜 浦 ４ ２ ２ － １  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

南 勢 庁 舎  会 議 室  

 

 （ ２ ） 郵 便 に よ る 入 札 書 の   令 和  ６ 年  ３ 月  ７ 日  １ ２ 時 ０ ０ 分  

        受 領 期 限 及 び 提 出 場 所       ３ ． ① に 同 じ 。  

 

 

６ ． そ  の  他  

 

 （ １ ） 契 約 手 続 き に お い て  

      使 用 す る 言 語 及 び 通 貨      日 本 語 及 び 日 本 国 通 貨 。  

 

  （ ２ ） 入 札 保 証 金 及 び 契 約 保 証 金   免 除 。  

 

（ ３ ） 入 札 の 無 効            本 公 告 に 示 し た 競 争 参 加 資 格 の な い 者 の 提 出 し た 入 札

書 及 び 入 札 に 関 す る 条 件 に 違 反 し た 入 札 書 は 無 効 と す る 。  

 

 （ ４ ） 契 約 書 作 成 の 要 否       要 。  

 

（ ５ ） 落 札 者 の 決 定 方 法         予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 で 最 低 価 格 を も っ て 有 効 な 入

札 を 行 っ た 入 札 者 を 落 札 者 と す る 。  

 

（ ６ ） 競 争 参 加 者 は 、 入 札 の 際 に 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 の 資 格 審 査 結 果 通 知

書 写 し 又 は 全 省 庁 統 一 資 格 の 資 格 審 査 結 果 通 知 書 写 し を 提 出 す る こ と 。  

 

（ ７ ） 詳 細 は 入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

 

７ ． 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表  

 

（ １ ） 公 表 の 対 象 と な る 契 約 先  

次 の ① 及 び ② い ず れ に も 該 当 す る 契 約 先  

①  当 機 構 に お い て 役 員 を 経 験 し た 者 （ 役 員 経 験 者 ） が 再 就 職 し て い る こ と 又 は 課 長

相 当 職 以 上 の 職 を 経 験 し た 者 （ 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 ） が 役 員 、 顧 問 等 ※ 注 １  と

し て 再 就 職 し て い る こ と  

②  当 機 構 と の 間 の 取 引 高 が 、 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の ３ 分 の １ 以 上 を 占 め て い る こ

と ※ 注 ２  

な お 、 「 当 機 構 」 と は 、 改 称 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 及 び 国 立 研 究 開

発 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 、 統 合 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 大 学 校 を 含 み ま す 。  

※ 注 １   「 役 員 、 顧 問 等 」 に は 、 役 員 、 顧 問 の ほ か 、 相 談 役 そ の 他 い か な る 名 称 を 有 す

る 者 で あ る か を 問 わ ず 、 経 営 や 業 務 運 営 に つ い て 、 助 言 す る こ と 等 に よ り 影 響 力

を 与 え る と 認 め ら れ る 者 を 含 む 。  

※ 注 ２   総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の 額 は 、 当 該 契 約 の 締 結 日 に お け る 直 近 の 財 務 諸 表 に 掲

げ ら れ た 額 に よ る こ と と し 、 取 引 高 は 当 該 財 務 諸 表 の 対 象 事 業 年 度 に お け る 取 引

の 実 績 に よ る 。  

 

（ ２ ） 公 表 す る 情 報  

上 記 （ １ ） に 該 当 す る 契 約 先 に つ い て 、 契 約 ご と に 、 物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量 、 契

約 締 結 日 、 契 約 先 の 名 称 、 契 約 金 額 等 と 併 せ 、 次 に 掲 げ る 情 報 を 公 表 す る 。  

①  当 機 構 の 役 員 経 験 者 及 び 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 （ 当 機 構 Ｏ Ｂ ） の 人 数 、 職 名 及 び

当 機 構 に お け る 最 終 職 名  

②  当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

③  総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 に 占 め る 当 機 構 と の 間 の 取 引 高 の 割 合 が 、 次 の 区 分 の い ず

れ か に 該 当 す る 旨  

３ 分 の １ 以 上 ２ 分 の １ 未 満 、 ２ 分 の １ 以 上 ３ 分 の ２ 未 満 又 は ３ 分 の ２ 以 上  

④  一 者 応 札 又 は 一 者 応 募 で あ る 場 合 は そ の 旨  
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（ ３ ） 当 機 構 に 提 供 し て い た だ く 情 報  

①  契 約 締 結 日 時 点 で 在 職 し て い る 当 機 構 Ｏ Ｂ に 係 る 情 報 （ 人 数 、 現 在 の 職 名 及 び 当

機 構 に お け る 最 終 職 名 等 ）  

②  直 近 の 事 業 年 度 に お け る 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 及 び 当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

 

（ ４ ） 公 表 日  

契 約 締 結 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 原 則 と し て ７ ２ 日 以 内 （ ４ 月 に 締 結 し た 契 約 に つ い て

は 原 則 と し て ９ ３ 日 以 内 ）  

 

（ ５ ） そ の 他  

当 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ （ 契 約 に 関 す る 情 報 ） に 「 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構

が 行 う 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表 に つ い て 」 が 掲 載 さ れ て い る の で ご 確 認 い た だ く と と も に 、

所 要 の 情 報 の 当 機 構 へ の 提 供 及 び 情 報 の 公 表 に 同 意 の 上 で 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は 契 約

の 締 結 を 行 っ て い た だ く よ う ご 理 解 と ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。  

な お 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は 契 約 の 締 結 を も っ て 同 意 さ れ た も の と み な さ せ て い た だ

き ま す の で 、 ご 了 知 願 い ま す 。  

 

 

８ ． 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ い て  

 

当 機 構 で は 、 国 よ り 示 さ れ た 「 研 究 機 関 に お け る 公 的 研 究 費 の 管 理 ・ 監 査 の ガ イ ド ラ イ ン

（ 実 施 基 準 ） 」 （ 平 成 １ ９ 年 ２ 月 １ ５ 日 文 部 科 学 大 臣 決 定 ） に 沿 っ て 、 公 的 研 究 費 の 契 約 等

に お け る 不 正 防 止 の 取 り 組 み を 行 っ て お り 、 取 り 組 み の ひ と つ と し て 、 取 引 先 の 皆 様 に 「 国

立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 」 （ U R L ： h t t p : / / w w w .

f r a . a f f r c . g o . j p / k e i y a k u / p l e d g e _ r e q u e s t / n o t e _ c o n t r a c t . p d f ） を ご 理 解 い た だ き 、 一 定 金

額 以 上 の 契 約 に 際 し て 、 当 該 注 意 事 項 を 遵 守 す る 旨 の 「 誓 約 書 」 の 提 出 を お 願 い し て い ま す 。  

公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 関 係 書 類 （ ① 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ

い て 、 ② 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 、 ③ 誓 約

書 ） は 、 入 札 説 明 書 に 添 付 し ま す の で 、 契 約 相 手 方 と な っ た 場 合 は 、 誓 約 書 の 提 出 を お 願 い

し ま す 。  

な お 、 当 機 構 の 本 部 、 研 究 所 、 開 発 調 査 セ ン タ ー 、 水 産 大 学 校 い ず れ か １ 箇 所 に １ 回 提 出

し て い た だ け れ ば 、 当 機 構 内 の 次 回 以 降 の 契 約 で は 再 提 出 す る 必 要 は あ り ま せ ん 。  



１　件       名 南勢庁舎・玉城庁舎自家用電気工作物保安管理業務

２　業務目的 本業務は、当所が設置する自家用電気工作物について、関係法令に基づき維持及び運用に関する保安を確保することを目的とする。
 

３　保安管理業務の対象

　保安管理業務の対象は次に掲げる電気工作物とする。

（１）　事業場の名称　　　　　① 国立研究開発法人 水産研究・教育機構 南勢庁舎

② 国立研究開発法人 水産研究・教育機構 玉城庁舎

（２）　事業場の所在地 ① 三重県度会郡南伊勢町中津浜浦４２２－１

② 三重県度会郡玉城町昼田２２４－１

（３）　電気設備の概要

ａ　需要設備　 ①  設備容量    　　   ９３０ｋＶＡ　　　 受電電圧　　６，６００Ｖ

 ②  設備容量     　１，２６５ｋＶＡ　　　 受電電圧　　６，６００Ｖ

①  エネルギー棟　種類　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ　　容量　 ３００ｋＶＡ 発電電圧　　６，６００Ｖ×１台

①  取水棟       　  種類　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ　　容量  　 ７５ｋＶＡ 発電電圧　　　  ２２０Ｖ×１台

②  エネルギー棟　種類　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ　　容量   ３１５ｋＶＡ 発電電圧　　６，６００Ｖ×１台

①  エネルギー棟　種類　太陽電池 　         容量　　 ３０ｋW 発電電圧  　　　２０２Ｖ×１台

①  エネルギー棟　種類　太陽電池 　　　　　容量 　  １０ｋW 発電電圧  　　　２０２Ｖ×３台

４　業務期間

　　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

　

５　業務内容

１）保安管理業務の内容

保安管理業務は、保安規程に基づき、当該電気工作物について、次の各号にかかげる業務を行うものとする。

① 電気工作物の維持及び運営が適正に行われるよう、助言又は協議を行うとともに、当該電気工作物の点検、測定及び試験を定期的に行い、

技術基準の規定に適合しない項目があるときは、必要な報告、助言を行うこと。

② 電気工作物の事故発生等の場合は、応急措置及び事故原因の探求に協力し再発防止にの為、とるべき措置を報告、助言し、必要に応じて

臨時点検を行うこと。

③ 電気工作物の変更の工事について、設計の審査、工事中の点検及び竣工検査を行い必要な報告助言を行うこと。

④ 法令に定める官庁検査の立合いを行うこと。

⑤ 太陽光発電装置電源と電力会社との連系運転状態確認を行うこと。

⑥ 構内電柱架線点検（高圧・低圧）・樹木等接触が無いことの確認を行うこと。

⑦ 庁舎棟2階監視盤に出力表示・バッテリー切替作動・異常が無いことの確認を行うこと。

⑧ 南勢庁舎の年次点検時には太陽光発電設備のパワーコンディショナーのフィルター清掃及び保護継電器試験を実施すること。

　　２）点検種別及び点検内容

① 月次定期点検…毎月１回　　点検内容は別表１のとおりとする。

② 年次定期点検…毎年１回　　点検内容は別表１のとおりとする。

＊年次点検Ⅰまたは年次点検Ⅱのいずれを実施するかについては、甲及び、乙の協議のうえ決めるものとする。

 　また、年次点検は当該月の月次点検を含みます。

③ 臨時点検………異常が発生した場合等、必用に応じて行う点検、測定及び試験

④ 工事中の点検…工事期間中、週１回の工事中の点検

※別紙点検、測定及び試験の基準に従い点検等を実施すること。

業　務　仕　様　書

c　発電所

ｂ　非常用予備発電機



３）点検 ・ 測定及び試験の一部又は全部の実施を除外する電気工作物

４）適用法令及び中部近畿保安監督部長への申請、届出等

① 適用法令等

契約の履行にあたって、次の関係法令等に基づいて業務を行うものとする。

ａ　電気事業法

ｂ　労働安全衛生法

② 中部近畿保安監督部長への申請、届出等

ａ　契約の履行上必要な中部近畿保安監督部長への申請、届出等の諸手続きは、受託者は委託者の要請を受けて速やかに行うものとする。

なお、必要に応じて受託者は委託者に対し、電気事業法第106条の規定に基づく電気関係報告規則に定める電気事故報告書の

作成及び手続きに関する助言を行うこと。

ｂ　前項の申請・届出に対して２か月以内に承認が得られなかった場合又は契約期間内に受託者に起因して、承認が取り消された場合は、委託者は

契約を解除できるものとする。

５）機械器具の保有

① 受託者は電気事業法施行規則第５２条の２に定められた機械器具を有していること。

② 受託者が業務に使用する測定機器は国家基準を満たした方法で校正・誤差試験を実施すること。

③ 前項の測定機器の校正・誤差試験の記録は委託者の求めがあったとき、直ちに開示しなければならない。

又、合格品は校正試験合格シールを添付し実施日を明示すること。

６）安全管理

① 安全の確保

業務の実施にあたっては労働安全衛生規則、電気事業法等の関連法規を遵守し安全の確保に努めなければならない。

② 単独作業の禁止

高圧電路の停電、送電操作を伴う作業、高圧近接作業、又は高所作業を行う場合は安全の確保のため監視者をおいて複数で作業を実施すること。

③ 防護具、保護具の使用

受託者は高圧近接作業を行う場合は適正な絶縁用防護具、絶縁用保護具を使用しなければならない。

そのために必要な適正な防護具、保護具を常備しなければならない。

受託者は防護具、保護具の定期自主検査(6か月に1回以上)を実施し、その絶縁性能が維持されていることを確認しなければならない。

又、その記録は委託者の求めがあったとき直ちに開示しなければならない。

７） 電気事故時における対応及び体制

① 受託者は電気事故等、緊急時の連絡体制について明確にする。

② 受託者は、風水害 ・ 雷害の被害が予測される場合には迅速な対応が出来る体制であること。

試験

消防設備、昇降設備のように取扱いに法令で定める特定の

除外する点検、測定及び試験電気工作物の種類

取扱に専門の技術を要するもの

資格を要するもの及び電子機器又は電子部品等を内蔵し、 抵抗測定（実施可能のものに限る）以外の点検、測定及び

主開閉器から各機器の１次側電路までの外観点検及び絶縁

点検者の立ち入りが著しく困難な設備の点検、測定及び試験

電源の蓄電池並びにこれらの付属装置

発電所及び非常用予備発電装置の原動機、非常用予備

常時、電路に接続して使用されるもの及び点検時に現場に置

かれているもの以外のものの点検、測定及び試験

機械整備に属するもの

上記以外に点検が困難な設備

密閉防爆型機器等のように構造上点検できない機器 外観点検及び絶縁抵抗測定以外の点検、測定及び試験

移動して使用する電気機器及びこれに属する電線

以外の点検、測定及び試験並びに分解整備、排ガス測定等、

「別表第１」の点検、測定及び試験の基準で実施可能なもの



８）点検結果の報告

① 委託者(事業場)への報告

点検結果(事故・災害時の臨時点検も含む)を点検後速やかに報告すること。

９）保安教育

① 委託者の要請に応じて、委託者の職員に対して電気安全等に関する講習会を行うこと。

② 講習会は、電気安全の他、電気事業法の改正内容等を含むこと。

10）その他

① 受託者は省エネルギーに関する検討を行い、有効と判断される場合は委託者に対して提案すること。

② 委託者の施設において重要な行事等が実施される場合は、委託者の要請に応じて、事前の臨時点検及び行事中の点検を実施すること。

６　そ の 他 詳細については委託者の指示に従い行うものとする。



 

 

別表１ 

点 検 、 測 定 及 び 試 験 の 基 準 

電 気 工 作 物 点検、測定及び試験項目 月次点検 
年次点検 

臨時点検 
Ⅰ Ⅱ 

引
込
設
備 

引込線 

区分開閉器 

電線、支持物、ｹｰﾌﾞﾙ 

 外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 絶縁抵抗測定   ○※１ 

放電雑音チェック  ○  

 

遮断器 

高圧負荷開閉器 

 外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 

絶縁抵抗測定   ○※１ 

継電器の動作試験  ○※１ ○※１ 

継電器との結合動作試験   ○※１ 

トリップ回路の導通試験  ○※１  

絶縁油酸価度試験   ○※２ 

 絶縁油破壊電圧試験   ○※２ 

内部点検   ○※２ 

 放電雑音チェック  ○  

 温度チェック ○ ○ ○ 

母線、計器用変成器 

断路器、電力用ﾋｭｰｽﾞ 

避雷器、電力用ｺﾝﾃﾞﾝｻ 

ﾘｱｸﾄﾙ、その他機器 

 外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 
絶縁抵抗測定   ○※１ 

 放電雑音チェック  ○  

 温度チェック ○ ○ ○ 

変圧器 

 外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 

絶縁抵抗測定   ○※１ 

絶縁油透明度チェック   ○※３ 

絶縁油酸価度試験   ○※３ 

 絶縁油破壊電圧試験   ○※３ 

内部点検   ○※３ 

 放電雑音チェック  ○  

 温度チェック ○ ○ ○ 

受・配電盤 

 外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 

電圧・電流測定 ○ ○ ○ 

絶縁抵抗測定   ○※１ 

継電器の動作試験   ○※１ 

継電器との結合動作試験   ○※１ 

 放電雑音チェック  ○  

 温度チェック ○ ○ ○ 

接地工事 

（接地線・保護管） 

 外観点検 ○ ○ ○ 
必要の都度 

接地抵抗測定  ○※４ ○※４ 

構造物・配電設備 

受電室建物 

キュービクル式受・配 

電設備の金属製外箱等 

 外観点検 ○ ○ ○ 必要の都度 

 蓄電池設備 

 外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 
 比重測定 １回／年 ○ ○ 

 液温測定 １回／年 ○ ○ 

 電圧測定 １回／年 ○ ○ 

 



 

 

電 気 工 作 物 点検、測定及び試験項目 月次点検 
年次点検 

臨時点検 
Ⅰ Ⅱ 

負
荷
設
備 

電動機、電熱器 

電気溶接機 

その他の電気機器類 

照明装置 

配線及び配線器具 

接地装置 

配電線路の電線等及び 

支持物 

小出力発電設備 

外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 

電圧・電流測定 ○※８ ○※８ ○※８ 

絶縁抵抗測定   ○※１,６ 

接地抵抗測定  ○※４ ○※４ 

 温度チェック ○ ○ ○ 

漏洩電流測定 ○※５ ○※５  

絶縁監視 ○※７ ○※７ ○※７ 

非

常

用

予

備

発

電

装

置 

ガスタービン及び附属装

置 

内燃機関及び附属装置 

 

 外観点検 ○ ○ ○ 
必要の都度 

 

 

 起動試験 ○ ○ ○ 

    

    

発電機及び励磁装置 

接地装置 

 外観点検 ○ ○ ○ 

必要の都度 
絶縁抵抗測定  ○※１ ○※１ 

接地抵抗測定  ○※４ ○※４ 

    

遮断器・開閉器 

その他の電気機器類 
受 電 設 備 と 同 じ 

受電設備 

と同じ 

発 

電 

所 

ガスタービン及び附属

装置 

内燃機関及び附属装置 

外観点検 ○  ○  

必要の都度 起動試験 ○  ○ 

    

発電装置及び附属装置 

太陽電池及び附属装置燃 

料電池及び附属装置 

接地装置 

外観点検 ○  ○ 

 

必要の都度 

絶縁抵抗測定   ○※１ 

接地抵抗測定   ○※４ 

単独運転検出   ○ 

発電状況確認   ○ 

遮断器・開閉器 

その他の電気機器 受 電 設 備 と 同 じ 
受電設備と 

同じ 

 

注（１）月次点検は、設備ごとに外観点検を行うものとします。 

「外観点検」とは、目視により次の点検項目を行います。 

    ア 電気工作物の異音、異臭、損傷、汚損等の有無 

    イ 電線と他物との離隔距離の適否 

    ウ 機械器具、配線の取付け状態及び過熱の有無 

    エ 接地線等の保安装置の取付け状態 

（２）※５を付した測定は、高圧受変電設備の変圧器のＢ種接地線で漏えい電流を測定します。 

ただし、絶縁監視装置を設置した場合は行わないものとします。 

（３）※８を付した測定は、高圧受変電設備にて測定した値が不適合の場合又は、負荷設備に不適合がある場合に行

うものとします。 

（４）年次点検Ⅰは無停電で行う点検で、年次点検Ⅱは停電をして行う点検をいいます。なお、年次点検Ⅰを実施す

る場合は３年に１回は年次点検Ⅱを行うものとします。 

年次点検Ⅰは、信頼性が高い設備で、年次点検Ⅱと同等と認められる次の各項目が１年に１回以上行われてい

る場合に実施いたします。 

ア 低圧電路の絶縁抵抗が電気設備に関する技術基準を定める省令第５８条に規定された値以上であること

並びに高圧電路が大地及び他の電路と絶縁されている。 

イ 接地抵抗値が電気設備の技術基準の解釈第１７条に規定された値以下である。 

ウ 保護継電器の動作特性試験及び保護継電器と遮断器の連動試験の結果が正常である。 

エ 非常用予備発電装置が商用電源停電時に自動的に起動し、送電後停止すること並びに非常用予備発電装置

の発電電圧及び発電電圧周波数（回転数）が正常である。 

オ 蓄電池設備のセルの電圧、電解液の比重、温度等が正常である。 



 

（５）※１を付した測定及び試験は停電範囲その他の理由によって行わないことがあります。 

（６）※２を付した点検及び試験は製造後（新油に取替えの場合も同様）１０年経過時に、１０年を超えたものは５

年経過毎にそれぞれ行うものとします。 

ただし、年次点検Ⅰの点検周期により、経過年数以前に行うことがあります。その場合、次回は実施年より上

記の経過年数毎に行うものとします。 

※２を付した絶縁油破壊電圧試験は、外観点検（油量、変色、汚損、異臭等）により異常が認められた時に実

施する。 

採油による試験が困難な場合は、外観点検や負荷状況及び温度状態による点検とします。 

（７）※３を付した点検及び試験は製造後（新油に取替えの場合も同様）１０年経過毎に、２０年を超えたものは３

年経過毎にそれぞれ行うものとします。 

ただし、年次点検Ⅰの点検周期により、経過年数以前に行うことがあります。その場合、次回は実施年より上

記の経過年数毎に行うものとします。 

※３を付した絶縁油破壊電圧試験は、外観点検（油量、変色、汚損、異臭等）により異常が認められた時に実

施する。 

採油による試験が困難な場合は、外観点検や負荷状況及び温度状態による点検とします。 

（８）※４を付した測定は過去の実績によってその一部又は全部を行わないことがあります。 

（９）※６を付した測定は絶縁監視装置の監視記録により代えることがあります。 

（10）※７を付した絶縁監視は絶縁監視装置による常時の監視をいいます。 

この絶縁監視装置の点検は、外観点検及び総合動作試験を月次点検，年次点検実施時、誤差試験を年１回行う

ものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



五 ヶ 所 湾

水産研究・教育機構
南勢庁舎 配置図

①

③

④⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑭

⑮

⑯

⑰

⑲

⑳

面積（㎡）用地

４，８１０建物敷地

３１，６８０法面

１７，０８３道路・駐車場・その他

５３，５８０合計

用地区分

海水取水管220ｍ

②

２７

Ｈ９１２５６２ＲＣ－２隔離飼育実験棟２３

Ｈ１６３９２２１５ＲＣ－２魚病診断研修棟２４

Ｈ１６４５６２３６ＲＣ－２講義棟２５

Ｈ１６２４２４ＡＬ渡り廊下Ⅲ２６

Ｈ８９９ＲＣ－１ポンプ室２２

Ｈ８３０９１７９ＲＣ－２海洋環境実験棟２１

Ｈ６５６５６Ｒ保管庫

Ｓ６１２０２０ＣＢ－１動物舎

Ｈ２６５２５２Ｒ－１倉庫１７

Ｓ５８１１１１Ｒ渡り廊下Ⅰ１６

Ｓ５５３４３４Ｒ渡り廊下Ⅱ１５

Ｓ５６２７２７ＲＣ－１浄化槽棟１４

Ｓ５８３９２３９２Ｒ－１飼育実験池棟１２

Ｓ５８３３ＣＢ油庫１１

Ｓ５８１９１９ＣＢ－１危険物庫１０

Ｓ５７１０２１０２Ｒ－１餌料庫９

Ｓ５８２５１２５１ＲＣ－１海事作業棟８

Ｓ５８１４０１４０ＲＣ－１研修宿泊棟７

Ｓ５６１０２５１ＲＣ－２取水棟６

Ｓ５６８３９８２５ＲＣ－１水温制御実験棟５

Ｓ５５４３６３８４ＲＣ－１エネルギー棟４

Ｓ５５１，０２９５１３ＲＣ－２共同実験棟Ⅱ３

Ｓ５５１，４２９７１２ＲＣ－２共同実験棟Ⅰ２

Ｓ５８８２０４０３ＲＣ－２庁舎１

年度延面積建面積構造建物名番号

９０ Ｈ２０ＲＣ海水ろ過棟 １４１２７

１９

２０

㉑
㉔
㉖

㉓

㉕

㉒
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103

宿
舎

① ②

③

④ ⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯遊水池

旧浄化槽棟

調整池

県

道

伊

勢

年度延面積建面積構造建物名称建番

S531,392914RC-2共同実験棟１

S53381381RC-1病理研究棟２

S53760760RC-1水温制御棟３

S53372372RC-1魚類飼育棟４

S53452452RC-1エネルギー棟５

S536363CB 車庫６

S532121 CBプロパン庫７

S532828Rポンプ庫８

S539494 S渡り廊下９

S535050R魚類選別作業所１０

S533333R危険物貯蔵庫１１

S532020CB動物舎１２

S619494RC-1共同実験棟２１３

H21616R物置１４

H5273273RC-1細胞工学実験棟１５

H13448224RC-2海外伝染病研究棟１６

H132121S渡り廊下(2)１７

H141414S廃棄物庫１８

H1599S自転車置場１９

大

宮
線

⑲

研究池

水産研究・教育機構

玉城庁舎 配置図

25,561㎡敷地面積

⑰⑱


